
4

（単位：億円） 25/3 26/3 増減額

業務粗利益 ① 672 648 ▲24

資金利益 666 778 ＋112

役務取引等利益 144 134 ▲10

その他業務利益 ▲138 ▲264 ▲126

うち国債等債券損益 ② ▲51 ▲210 ▲158

一般貸倒引当金繰入額 ③ 3 2 ▲0

経費 ④ 441 464 ＋22

業務純益 ①－③－④ 227 181 ▲46

コア業務純益 ①－②－④ 283 394 ＋111

コア業務純益（除く投資信託解約損益） 280 379 ＋98

臨時損益 29 189 ＋159

うち不良債権処理額 34 32 ▲2

うち株式等関係損益 34 208 ＋173

経常利益 257 370 ＋113

特別損益 ▲2 ▲1 ＋0

税金等調整前当期純利益 254 368 ＋114

親会社株主に帰属する当期純利益 180 268 ＋87

与信関係費用 37 35 ▲2

2026年３月期決算サマリー

株式等関係損益や資金利益の増加により

親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比48.8％の増益

【主な増減要因】

●貸出金利息や有価証券利息の増加により、資金利益が増加

●低利回り債券を売却してポートフォリオの改善を図ったこと

により、国債等債券損益が減少

●政策保有株式の売却を進め、株式等関係損益が増加

●親会社株主に帰属する当期純利益は、2期連続で最高益を更新

業績ハイライト（連結）

(単位：億円) 25/3 26/3 増減額

有価証券利息配当金 271 339 ＋67

うち投資信託解約損益 2 15 ＋13

国債等債券損益 ▲51 ▲210 ▲158

うち売却益、償還益 1 0 ▲1

うち売却損、償還損、償却 53 211 ＋157

株式等関係損益 34 208 ＋173

うち売却益 40 220 ＋180

うち売却損、償却 5 12 ＋6



0.79% 0.76% 0.74% 0.79%

1.05%

0.00% 0.00% 0.00%
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0.15%
0.10% 0.13% 0.16%

0.30%

0.21% 0.21%

0.34% 0.36%

0.48%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

■預貸金利回り
（国内）

■有価証券利回り
（国内）

■総資金利鞘（全店・国内）

貸出金 預金 有価証券

平
残
要
因

利
回
り
要
因

貸出金利回り

1.03％ ⇒ 1.23％

＋0.20Ｐ

▲88 ＋67＋114

そ
の
他

資金利益の増減要因（全店）

預金

貸出金

国内

全店

＋98

0.79％ 0.76％
0.73％

0.74％

＋15

＋20

預金利回り

0.07％ ⇒ 0.22％

＋0.15Ｐ

平
残
要
因

利
回
り
要
因

利
回
り
要
因

平
残
要
因

資金利益（単体）

＋113

0.83％

貸出金利息や有価証券利息の増加により、資金利益は前期比16.8％増加

（億円）

有価証券利回り

1.98％ ⇒ 2.52％

＋0.54Ｐ

672

▲1

▲87 ▲6

＋74
785

1.35%
1.11% 1.30% 1.37%

2.03%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

27/3
予想

776
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51,571 53,529 54,364 54,961 55,173 

5,221 
5,388 5,540 6,264 6,771 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

三重 愛知 東京・大阪

（億円）

57,066
59,152 60,212

62,061

273
235 307

835

法人預金の増加により、預金等は前期比1.7％増加

総預金（平残）エリア別

預金等（単体）※NCD含む

71.84%

74.02%

78.61%
80.41% 81.08%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

25/3 26/3 増減額

個人預金 43,939 43,980 ＋41

三重 40,230 40,259 ＋29

愛知 3,674 3,685 ＋10

東京・大阪 34 35 ＋1

法人預金 13,733 14,733 ＋999

三重 10,719 11,060 ＋341

愛知 2,511 2,974 ＋462

東京・大阪 503 699 ＋195

63.3％

36.7％

26/3

■金利種類別割合（円貨） ■預貸率

■個人預金・法人預金（平残）

63,101

1,156

固定性預金

流動性預金

（億円）
＋1.7％



8,594 8,877 9,111 9,127 8,854 

4,050 4,333 4,683 4,878 4,855 
1,902 2,058 2,300 2,504 2,344 629 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

三重 愛知 東京・大阪 投資金融部

18,568 19,189 19,822 20,170 20,008 

14,820 
16,731 

19,188 
21,175 22,231 

7,610 
7,865 

8,322 
8,557 8,204 

719 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

三重 愛知 東京・大阪 投資金融部
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（億円）

総貸出金残高（平残）

（億円）

中堅中小企業向け貸出 エリア別残高（平残）

貸出金（単体）

40,999
43,785

47,333
49,903

51,163

14,547 15,269 16,095 16,510 16,683

※貸出金のうち、投資金融分野の一部を投資金融部へ移管 投資金融分野についてはP25ご参照

25/3 26/3 増減額

法人向け貸出 24,550 24,562 ＋11

大企業向け貸出 8,039 7,878 ▲160

中堅・中小企業向け貸出 16,510 16,683 ＋172

個人向け貸出 23,831 25,209 ＋1,377

公共 1,521 1,392 ▲129

セグメント別貸出金残高（平残）

（億円）

愛知県の住宅ローン増加により、貸出金は前期比2.5％増加

＋2.5％



0.60% 0.73%

0.93%

1.18%

0.46% 0.61%
0.86%

1.11%

実行済分 新規実行分
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金利の追随状況（単体）

市場金利
連動貸出

固定金利貸出

プライム
連動貸出

変動金利型
住宅ローン

その他
（当座貸越等）

48.5％

22.8％

13.7％

13.5％

1.5％

円貨貸出金
構成割合

26/3

変動金利型

固定金利型

95.6％

4.4％

※実行済分のみ

■円貨貸出金構成割合

■住宅ローン金利種類別割合

住宅ローン

金利種類別割合

26/3

24/6

①2024年10月1日
住宅ローン基準金利 0.15％引き上げ
実行済分は2025年1月約定返済分より適用

②2025年4月1日   
住宅ローン基準金利 0.25％引き上げ
実行済分は2025年7月約定返済分より適用

③2026年4月1日   
住宅ローン基準金利 0.25％引き上げ
実行済分は2026年7月約定返済分より適用

※適用金利は毎年４月１日と10月１日に見直し
を行い、７月・１月約定分から新金利が反映
した返済が開始

24/9 24/12 25/3 25/6 25/9 25/12 26/3 26/6 26/9

実績 見込み

政策金利
0.25％

政策金利
0.50％

政策金利
0.75％

①

事業性貸出の金利追随状況

住宅ローンの金利追随状況

24/3 25/3 26/3

政策金利 0.100％ 0.500％ 0.750％

短期プライム
レート

1.975％ 2.375％ 2.625％

24/3 25/3 26/3

プライム連動貸出
（平均金利）

1.218％ 1.358％ 1.690％

固定金利貸出 0.625％ 0.695％ 0.827％

市場連動貸出 0.511％ 1.025％ 1.380％

② ③ ※政策金利は0.75％で据え置きと仮定



1.30 

1.07 1.26 1.34 
1.98 

1.00 

3.47 

5.55 5.42 5.21 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

5.66 
6.11 

5.67 5.17 
5.50 

0.85 
1.27 1.26 1.26 

0.76 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

1,452 1,371

2,454
1,874

2,673

▲ 15 ▲ 145 ▲ 211 ▲ 467▲ 2 ▲ 75 ▲ 30

株式 債券 その他
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有価証券（単体）

2,310 
1,521 1,712 1,210 1,354 

4,599 

4,568 4,517 
4,553 

5,076 

2,074 

2,083 2,260 
2,353 

2,230 

2,123 

2,029 

3,111 
2,524 

3,370 

1,095 

1,274 

1,430 

1,641 

1,181 

2,301 
2,449 

2,499 

2,593 

2,842 

87 93 

89 
94 

76 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

国債 地方債 社債 株式 投資信託 外国証券 その他

※その他には外国証券や投資信託を含む

＜その他内訳＞

円貨建外債 ▲7億円

外貨建外債  ▲28億円

外国株式   2億円

投資信託    138億円

（億円）

14,590
14,019

15,621
14,971

1,434 1,150

2,264

（億円）

22/3 23/3 24/3 25/3

▲670

1,377

（年）＜デュレーション＞

■有価証券評価損益

■デュレーション・利回り

16,132

26/3

21

2,108

106

外貨建

円建

円建

外貨建

（％）＜利回り＞

有価証券残高

アセットアロケーションに配慮したポートフォリオ運営を行い、有価証券の含み益は2,108億円を確保



26 29 29 29 25 31

28 28 30 28 27 24

34 33 35 28
19 19

81 79 78 
80 

82 79 

▲ 38 ▲ 42 ▲ 47 ▲ 49 ▲ 51 ▲ 53

▲ 12 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 13

法人ソリューション 預り資産関連 住宅ローン関連 その他受入手数料

90 88

10

役務取引等利益

（億円）

22/3 23/3 24/3 25/3

119

26/3

役
務
取
引
等
収
益

役
務
取
引
等
費
用

主な増減要因（25/3→26/3）

27/3
計画

内国為替手数料の増加

住宅ローン新規実行件数の減少

保険窓販手数料の減少

シンジケートローン手数料
の減少

住宅ローン残高の増加

住宅ローン関連

▲8億円

預り資産関連

▲1億円

その他受入手数料

＋1億円

法人ソリューション

▲3億円

住宅ローン支払保険料等

＋1億円

住宅ローン獲得目標の見直しによる住宅ローン関連手数料の減少により、役務取引等利益は前期比13.4％減少

▲14
役
務
取
引
等
利
益

116 115
104

役務取引等利益（単体）



212 210 212 213 223 236 

168 157 162 163 
171 

195 

20 
20 21 22 

29 

26 

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

人件費 物件費 税金

425

458

11

62.24% 63.78% 60.89% 59.61%
53.12%

56.30%

■コアＯＨＲ経費

（億円）

経費(単体)

■主な増減要因（25/3→26/3）

課税所得の増加により
事業税が増加

DX投資により
減価償却費や事務委託費が増加

ベースアップにより
給料や賞与が増加

税金

＋7億円

物件費

＋7億円

人件費

＋9億円

ベースアップやDX投資により、経費は前期比6.3％増加

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3
計画

▲6.49P

401
387 396 400

＋25

27/3
計画



1.52%

1.39%

1.35% 1.32% 1.30%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3
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与信関係費用

▲ 1
5

29

4 2 4

38 31

34

32
29

38

5

1

5

2

2

1
2

3

一般貸倒引当金繰入額 個別貸倒引当金繰入額 債権等売却損 その他

71

38

34

45

■不良債権カバー率 ■不良債権比率

■与信費用比率

0.09% 0.08%

0.14%

0.07% 0.06%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

（億円）

42

▲0.02P

与信関係費用（単体）

40

個別貸倒引当金繰入額の減少により、与信関係費用は前期比9.9％減少

▲4

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3
計画

75.31%

76.69%
76.23%

76.72%

72.09%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

※与信費用比率＝（与信関係費用）÷（貸出金期末残高）

※24/3については一般貸倒引当金の算定方法を変更したことで繰入額が一時的に増加
※27/3予想については物価上昇の影響などが企業に与える影響を保守的に鑑み算出


